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１ 国保制度改正の概要 

 

平成 27 年５月、「持続可能な医療保険制度を構築するため

の国民健康保険法等の一部改正法」が、国会で可決・成立 

 

【１】概要 

この法律の成立に伴い、平成 30 年度から、都道府県が、当該都道府

県内の市町村とともに国保の運営を担うこととなる 

 

【２】都道府県の役割 

都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な

事業の確保等の国保運営の中心的な役割を担うこととし、制度の安定

化を図る 

◆都道府県内の統一的な国保運営方針を策定し、市町村の事務の効率

化などを推進する 

◆医療給付費等の見込みを立て、都道府県内市町村ごとの医療費水

準、所得水準を考慮し、市町村ごとの納付金額を決定 

◆将来的な保険料負担の平準化を進めるため、市町村ごとの標準保険

税率等を提示する 

◆保険給付に要した費用を市町村に支払う 

 

【３】市町村の役割 

市町村は、地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険給付、保険税

率の決定、賦課・徴収、保健事業など地域におけるきめ細かい事業を

引き続き行う 
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２ 国民健康保険の改革による制度の安定化 

 

【現行の国保制度】市町が個別に運営 

 構造的な課題＝財政運営が安定しない 

●被保険者の年齢が高いため、医療費水準

が高い 

●低所得者が多い 

●被保険者数が 3,000 人未満の小規模保険

者が、全体の１／４を占める 

 

 

 

 

 

 

 

【国保制度改革後】佐賀県が財政運営の責任主体となり、国保運営の中心的

な役割を担う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 市国保 

B 町国保 

C 市国保 

◆国の財政支援拡充⇒3,400 億円／年 

◆都道府県が、国保運営の中心的役割を果たす 

A 市国保 

B 町国保 

C 市国保 

佐 賀 県 

・財政運営の責任 

・市町ごとの納付金を決定 

・市町ごとの標準保険税率等の設定 

・市町が行った保険給付の点検、事後調整 

・市町が担う事務の標準化・効率化  など 

・資格管理 

・保険税率の決定 

・保険税の賦課・徴収 

・保険給付 

・保健事業 

・市町村が担う事務の標

準化・効率化  など 
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３ 改革後の国保運営に係る佐賀県と各市町の役割 

 

改 革 の 方 向 性 

運営の在り方 

◎佐賀県が、県内の市町とともに、国保の運営を担う 

◎佐賀県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運

営や効率的な事業の確保等の国保運営の中心的な役割

を担うこととし、制度の安定化を図る 

◎佐賀県が、県内の統一的な運営方針としての国保運営

方針を示し、市町が担う事務の効率化、標準化を推進す

る 

 佐 賀 県 の 主 な 役 割 各 市 町 の 主 な 役 割 

①財政運営 財政運営の責任主体 

◆市町ごとの国保事業費納

付金を決定 

◆財政安定化基金の設置 

国保事業費納付金を佐賀県

に納付 

②資格管理 ◆国保運営方針に基づき、

事務の効率化・標準化を

推進する 

◆従来通り、被保険者の資

格を管理し、被保険者証

等の発行を行う 

③保険税率等

の決定 

賦課・徴収 

◆標準的な算定方法等によ

り、市町ごとの標準保険

税等を算定・公表 

◆佐賀県が示した標準保険

税率等を参考に、保険税

率等を決定 

◆個々の事情に応じた賦

課・徴収 

④保険給付 ◆保険給付費に必要な費用

を、全額、市町に支払う。 

◆市町が行った保険給付の

点検 

◆保険給付の決定 

◆個々の事情に応じた窓口

負担減免等 

⑤保健事業 ◆必要に応じて、市町に対

し、助言及び支援 

◆従来通り、被保険者の特

性に応じたきめ細かい保

健事業の実施 
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４ 佐賀県国民健康保険運営方針案について  

 

国保制度改革に伴い、都道府県が国保財政運営の責任主体となることか

ら、都道府県内の統一的な国民健康保険の運営方針を定めることとなっ

ている。 

国の「都道府県国保運営方針策定要領（案）」に、下記のとおり主な記載

事項が示されている。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

【必須事項】 

①  国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し 

医療費の動向と将来の財政運営の見通し、赤字解消・削減の取組、

目標年次等 など 

②  市町における保険料の標準的な算定方法に関する事項 

標準的な保険料算定方式、医療費水準の反映、標準的な収納率  

など 

③ 市町における保険料の徴収の適正な実施に関する事項 

収納対策（収納率目標、市町・県の取り組み） など 

④ 市町における保険給付の適正な実施に関する事項 

県による保険給付の点検、事後調査 など 

【任意事項】 

⑤ 医療に要する費用の適正化の取組に関する事項 

⑥ 市町の国民健康保険事業の広域的及び効率的な運営の推進に関す

る事項 

⑦ 保健医療サービス及び福祉サービスに関する施策その他の関係施

策との連携に関する事項 

⑧ ②～⑦に掲げる事項の実施のために必要な関係市町相互間の連絡

調整その他県が必要と認める事項 

佐賀県国民健康保険運営協議会（仮称）の設置  など 

国保運営方針への主な記載事項 
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【佐賀県案】 

 

●運営方針に記載すべき事項のうち、「赤字解消・削減の取組、目標年次等」

について 

① 新制度（平成 30 年度以降）で発生する赤字については、解消の目標

年次は運営方針には記載せず、運営方針とは別に各市町の目標年次

等を設定する。 

② この目標年次までに赤字の解消ができない市町に対しては、県から

の交付金を配分調整する。 

③ 現行制度（平成 29 年度まで）の累積赤字については、「佐賀県市町

国民健康保険広域化等支援方針 Ver.3」にも平成 29 年度末までに赤

字解消すると具体的に記載されているため、これを運営方針にも反

映させ、解消の目標年次を運営方針に記載する。 

④ 現行制度における累積赤字を平成 29 年度末までに解消ができない

市町に対しては、県からの交付金を配分調整する。 

⑤ 現行制度における累積赤字を運営方針に記載された目標年次までに

赤字解消できない場合は、配分調整の幅を広げる。 

 

 

 

◆ 鳥栖市の平成 29 年度末の累積赤字額は、10 億円の見込みであり、

平成 29 年度末までの解消は厳しいと考えている。 

 

赤字解消計画については、別紙資料（当日配布）のとおり 
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５ 国保制度改革に向けたスケジュール（案） 

 

日 程 行 事 内 容 

H29 8月 17日 運 営 協 議 会 ◎平成 28 年度国保特別会計決算 など  

◎国保制度改革について  

◎今後のスケジュールについて  

◎赤字解消計画について 

 9 月 市長・副市長協議  

 9 月 ９ 月 議 会  

 10 月 県 連 携 会 議 ◎国保運営方針（案）について  

◎納付金の算定方法について  

◎標準保険税率の算定方法について  

 10 月末 仮 係 数 算 定 国から標準保険税率仮係数提示 

その後、国保保険税率を仮算定 

 11 月 市長・副市長協議 ◎仮係数により試算した国保保険税率

の説明 

 11 月 市議会議員選挙  

 

11 月 運 営 協 議 会 ◎仮係数により試算した国保保険税率

の説明  

◎県国保運営方針の説明  

 12 月 1 2 月 議 会  

 12 月末 確 定 係 数 算 定 国から標準保険税率確定係数提示 

その後、国保保険税率を算定 

 1 月 市長・副市長協議 ◎確定係数により試算した国保保険税

率を基に平成 30 年度の国保保険税率

を仮決定 

H30 1 月～ 

2 月 

運 営 協 議 会 

（2 回以上開催） 

◎平成 30 年度の国保保険税率の諮問・

答申  

 3 月 ３ 月 議 会 ◎国保保険税率改定案を上程 

◎国保保険税率の決定 

 4 月  国保新制度スタート 

 


